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との連携体制の構築」につながる内容としている。例えば、講師の選定

は、今後連携につながるような機関に依頼をするなどしている。 

■評判 

参加者からは、 

・「相談員としてどうしたらよいか漠然とした思いがあったが、解決した。（市

町村相談員）」 

・「研修会をとおして関係機関の方と話すことができてよかった。（市町村相談

員）」 

・「関係機関の取組について理解が深まり、対応時のつなぎ先が明確になった。

（県相談員）」 

 等の感想が聞かれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県の役割について 

外国人受入環境整備交付金は、都道府県及び市町村に交付されるため、それ

ぞれにおいて一元的相談窓口が設置されることが想定されます。 

そのような中で、長野県の一元的相談窓口のように、県下の自治体に対して

指導的役割を果たすとともに、県と市町村が連携して取組を進めることで、県

全体の多文化共生の取組を推進することも可能であり、長野県の取組は、都道

府県の役割を示すものとして好事例であると思われます。 
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